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2024 年２月 28 日

各 位

第三者割当による株式発行の払込完了並びに主要株主、主要株主である筆頭株主及びその他の

関係会社の異動のお知らせ

2024 年１月 30 日開催の当社の取締役会において決議いたしました、三菱重工業株式会社（以

下「三菱重工」といいます。）を割当先とする新株式（以下「本株式」といいます。）の発行（以

下「本第三者割当」といいます。）に関し、本日、払込手続が完了いたしましたので、以下のと

おりお知らせいたします。

また、本第三者割当に伴い、当社の主要株主、主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社

の異動が生じておりますので、併せてお知らせいたします。

なお、本第三者割当並びに主要株主、主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社の異動に

関する詳細につきましては、2024 年１月 30 日に公表いたしました「第三者割当による株式の発

行、主要株主、主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社の異動並びに資本業務提携に関す

るお知らせ」をご参照ください。

Ⅰ．第三者割当による株式の発行の払込完了

１．本第三者割当の概要

２．本第三者割当による発行済株式総数及び資本金の額の推移

会社名 株式会社放電精密加工研究所

代 表 者 名 代表取締役社長 村田 力

（コード番号：6469）

問合せ先責任者

役職・氏名 取締役 財務・情報開示担当

大村 亮

電話    045-277-0330

（１） 払 込 期 間 2024 年２月 15 日から 2024 年４月 15日

（２） 発 行 新 株 式 数 普通株式 3,546,100 株

（３） 発 行 価 額 １株につき 564 円

（４） 調 達 資 金 の 額 2,000,000,400 円

（５） 増 加 す る資 本 金 の額 1,000,000,200 円

（６） 増加する資本準備金の額 1,000,000,200 円

（７）
募 集 又 は 割 当 方 法

（ 割 当 予 定 先 ）

第三者割当の方法による。

三菱重工 3,546,100 株
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発行済株式総数 資本金

本第三者割当前

（2023年８月31日現在）
7,407,800株 889,190,000円

本第三者割当による増加 3,546,100株 1,000,000,200円

本第三者割当後 10,953,900株 1,889,190,200円

Ⅱ．主要株主、主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社の異動

１．異動年月日

2024 年２月 28 日

２．異動が生じた経緯

前記「I．第三者割当による株式の発行の払込完了」に記載の本第三者割当により、主要株主、

主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社に異動が生じたものです。

３．異動した株主の概要

（１）新たに主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社となった株主

① 名称 三菱重工業株式会社

② 所在地 東京都千代田区丸の内三丁目２番３号

③ 代表者の役職・氏名 取締役社長 泉澤 清次

④ 事業内容 エナジー、プラント・インフラ、物流・冷熱・ドライブシステ

ム、航空・防衛・宇宙、その他事業に係る製造等

⑤ 資本金 265,608 百万円（2023 年 12 月 31 日現在）

（２）主要株主及び主要株主である筆頭株主に該当しなくなった株主

  東京中小企業投資育成株式会社：

① 名称 東京中小企業投資育成株式会社

② 所在地 東京都渋谷区渋谷３-29-22

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 安藤 久佳

④ 事業内容 投資育成事業

⑤ 資本金 66 億 7,340 万円

４．異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権の数に

対する割合

（１）三菱重工

議決権の数

（所有株式数）

総株主の議決権の数に

対する割合
大株主順位
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異動前

(2023 年８月 31日現在)

2,000 個

（200,000 株）

2.80％

※１
第８位

異動後
37,461個

（3,746,100 株）

35.11％

※２
第 1 位

（２）東京中小企業投資育成株式会社

議決権の数

（所有株式数）

総株主の議決権の数に

対する割合
大株主順位

異動前

(2023 年８月 31日現在)

7,339 個

（733,900 株）

10.30％

※１
第１位

異動後
7,339 個

（733,900 株）

6.87％

※２
第２位

※１．2023 年８月 31 日現在の総議決権の数 71,218 個を基準として計算しております。

２．2023 年８月 31 日現在の総議決権の数に、本第三者割当による議決権の増加数（35,461 個）

を加えた数（106,679 個）を基準に算出しております。

３．総株主の議決権に対する割合については、小数点第三位を切り捨てております。

５．今後の見通し

  特に記載する事項はありません。

以上


